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○委員長（山内一郎君） それでは、これより各案について討論に入ります。御意見のある方は賛否

を明らかにしてお述べ願います。

○赤桐操君 私は、日本社会党・護憲共同を代表し、ただいま議題となりました政府提出の国鉄改革

関連八法案につきまして、反対の討論を行います。

明治以来、百十余年にわたって営々として築いてまいりました国鉄は、まさに一億二千万国民共有

のかけがえのない財産であり、未来永久に継承すべきものであります。その国鉄の分割・民営化が、

今日ただいま、極めて短時間かつ不十分な審議をもちまして決定されようといたしております。

私ども日本社会党は、政府が分割・民営化案を国会に提出する以前において、全国民にこの問題を

真剣に考えていただくよう提起をいたし、三千五百万人の反対署名を集約いたし、政府に再考を促す

とともに、政府案提出後においては、社会党独自の改革法案を国会に提出いたしましたが、残念なが

ら今日を迎えることになりました。まことに遺憾にたえないところであります。

さて、私どもが本案に反対いたしておりますのは、第一には、国の国民福祉、国民経済に対する責

務に照らし、政府案が極めて安易かつ無責任に国の任務を放棄し、国鉄を分割・民営化しようとして

いる点であります。衆議院及び本院を通じての政府の答弁をもっていたしましては、真に国民を納得

せしむるものとなっておりません。国鉄は巨大過ぎて適正な管理ができないと言われておりますが、

むしろ全国ネットワークの機能をより一層充実させるという政策目的のために、先進諸国におきまし

ては統合の趨勢にあることを想起していただきたいと思うのであります。

また、全国画一的な経営は地域のニーズに的確に対応できないと説明されましたが、それは、我が

党が提案いたしておりまする分権化によってこそ実現できる課題であり、ばらばらに解体することが

ニーズに対応する必要条件であるという論理には極めて大きな飛躍があると言わなければなりません。

政府案では、地方交通線が住民の期待にこたえて存続されるか否か極めて危惧されるものであります。

さらに、膨大な赤字を抱えているという問題でありますが、一体この赤字の原因は何によるもので

ありましょうか。国策として押しつけた設備投資を国鉄の借金として背負わせたこと、各年度におい

て的確に財政補てんせず累積するがままにしてきたこと、本来、産業構造や交通環境の変化に対し適

切な政策対応を怠ってきたこと、これら赤字の根幹的原因はすべて政府みずからに責任があることで

あります。しかも、国民の基本的な福祉にかかわる交通は、当然、政府の的確な財政措置によって運

営さるべきものであります。

第二に、私たちは国鉄における雇用問題を問題にいたしますが、これは単に国鉄のみならず、我が

国全体の雇用情勢をも左右する問題であります。国の政策によって国鉄の経営形態を強引に変更しよ

うとするとき、極めて乱暴かつ我が国の労働法体系にも合致せず、悪例を残そうとしているのが政府

案であります。新会社の要員規模、採用方式、そして現状はおける人材活用センターなど、公共企業

体みずからが国民の雇用及び労働基本権を侵そうとしているにほかなりません。

今日、円高不況、構造不況に苦しむ石炭、鉄鋼、造船、海運、非鉄金属、さらには自動車、電機に

至るあらゆる産業が経営難、雇用不安の状況に置かれているもとで、政府は、これに対し的確かつ強

力な対策を推進するはおろか、追い打ちをかけようとしています。また、これは自治体、地域の経済

社会を崩壊に追いやろうとしているものでもあります。

既に本委員会におきましてこれらの問題につきましては詳細に指摘してまいりましたが、現在に至

るまで何ら国民が納得し得る回答が示されなかったことをここに明らかにいたしたいと思います。国

会における審議、とりわけ本院におきましては、地域公共交通、雇用問題その他多くの問題につきま
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して前進も見られておりますが、しかし、ほとんどの問題が十分に決着されないまま今後に残されて

いることも事実であります。法案は成立されようとも、これら未解決の問題は、今後とも政府に対し

要求をし、追及を続ける決意であります。審議の中で約束された事項、附帯決議を誠実に実行するか

否かを厳格に監視してまいりたいと思います。

日本社会党・護憲共同は、以上、政府の国鉄分割・民営化案に反対をいたしまして、反対討論を終

わります。（拍手）

○江島淳君 私は、自由民主党を代表いたしまして、内閣提出の国鉄改革八法案に賛成の討論を行う

ものであります。

そもそも国鉄は、百十四年にわたり国の大動脈としての役割を果たしてまいりました。将来の国内

輸送においてもなお鉄道は大量、高速、安全という鉄道特性を発揮し得る分野において、国民の重要

な交通手段として果たすべき役割は大きく、国民の足として大きな使命を持っておるのであります。

しかし、今日の国鉄の財政は、昭和六十年度において一兆八千億円もの赤字を出し、長期債務は二十

三兆六千億円にも上っており、このままではやがて日々の鉄道事業の運営そのものまで大きな支障を

来すことは明らかであり、早急に抜本的な改革を実施し、国民の期待にこたえ得る鉄道として再生、

活性化することは政治の急務と言わねばなりません。

このように国鉄経営が破綻に陥った原因については、多くの複合的な要因によって起こっているの

でありますが、最大かつ根本的な原因は、公社制なるがゆえに、あるときは企業性を要求され、ある

ときは公共性を要求され、時代の変化に機敏に対応することができなかったことにあると思います。

したがって、国鉄を再生、活性化させるためには、経営形態そのものの抜本的な改革が不可欠なので

あります。その意味におきましても、今回内閣提出の国鉄改革法案に基づく改革案は、これによって

真に国民のニーズに合った鉄道としてその未来を開き得るための活性剤であると確信するものであり

ます。

しかし、本改革法案は、何といっても百十四年の歴史を有する国鉄を分割し、民営化するという大

事業であり、法案成立後、来年四月一日に国鉄の事業が円滑に新事業体に引き継がれ、新生鉄道とし

てのスタートが切れるようにするためには、短時間に処理しなければならない問題が山積しておりま

す。政府並びに国鉄当局は不退転の決意を持って事に当たると同時に、細部にわたりきめ細かい詰め

を行い、国民の御期待にも沿い、そして国鉄関係の人々にも、いろいろ苦労したがよかったなと言い

得る姿で新事業体が発足し得るよう要望申し上げ、私の賛成の討論を終わります。（拍手）

○市川正一君 私は、日本共産党を代表して、日本国有鉄道改革法案など八法案の質疑打ち切り、採

決に対して強く抗議し、反対の討論を行うものであります。

百十四年の歴史を持ち、今後もますますその公共的使命を発揮しなければならない日本国有鉄道の

命脈を絶ち、その経営形態を根底から変えようとする重要な法案に対して、審議日数わずか十日間、

質疑時間は四十六時間にしかすぎません。さらにまた、我が党が主張してきた法案別審議やテーマ別

審議、あるいは集中審議すら実施されぬまま、伝えられる会期延長が想定されているその寸前に、あ

えて採決を強行するような暴挙を断固糾弾するものであります。

次に、反対の理由を述べます。

第一に、国鉄赤字の原因と責任は、歴代自民党政府の政策にあることは明々白々であるにもかかわ

らず、本法案はこれをすりかえ、公社制度と全国一元的運営という国鉄の経営形態に責任を押しつけ、

分割・民営化の最大の口実にいたしていることであります。

しかしながら、国鉄分割・民営化の出発点となった臨調答申は、政府、国鉄が進めてきた国鉄の経

営改善計画の達成が困難なことを分割・民営化の重要な論拠にしておりました。ところが、経営改善

計画の目標は超過達成されており、臨調の見通しと論拠は今や崩れ去ったのであります。さらに、政

府、監理委員会が公社制は外部干渉を避けがたい体質だとする議論も、外部干渉を行ったものは政府・



自民党であり、干渉した方が免罪され、干渉された方が責任を問われるというまさに本末転倒の論理

であります。

第二に、国鉄の分割・民営化は、国民に対する公共交通サービスを保障するという国の責任を放棄

し、全国的な公共鉄道網の寸断と相次ぐ運賃値上げなどによって国民生活へのはかり知れない打撃を

もたらすからであります。さらに、人減らし合理化は国鉄労働者に対して非人間的な労働強化を押し

つけ、輸送の安全さえ脅かすものであります。

第三に、本法案は労働基本権をじゅうりんし、国鉄労働者の事実上の全員解雇と不法、不当な差別、

選別を強行するための極めて反動的な違憲立法であります。そのねらいは国民とともに国民の足、国

鉄を守るために闘っている労働者、労働組合を分断し解体することにあり、憲法と民主主義の名にお

いて断じて許されないものであります。

第四に、国鉄の分割・民営化によって、国民の共有財産である莫大な国鉄資産が財界、大企業の利

潤追求の手段に供せられることであります。

最後に、日本共産党は世界の大勢にも逆行する国鉄の分割・民営化にあくまでも反対し、広範な国

民、労働者と共同、連帯して闘うものであることを表明し、反対討論を終わります。（拍手）

○鶴岡洋君 私は、公明党・国民会議を代表して、日本国有鉄道改革法案など国鉄改革関連法案につ

いて賛成の立場から討論を行うものであります。

国鉄の歴史は今日まで実に百十四年にわたり、国民の足として国内の基幹輸送の使命を担ってまい

りました。しかし、国鉄の経営は昭和三十九年に赤字となって以来年々悪化し、長期累積債務は六十

年度末で二十三兆五千億円にも上っております。政府は、国鉄経営の再建のため昭和四十四年度以来

幾度となく再建策を講じてきました。しかし、その再建策はいずれも失敗に終わったのであります。

毎年大幅な赤字を続ける国鉄をこのまま放置すれば、鉄道事業に重大な支障を来すのみならず、そ

の巨額の債務と赤字が国民に過大な負担となってはね返ることは明白であります。それゆえに、国民

の大多数は国鉄再生の道はもはや民営・分割以外ないというのが国民世論の大勢であります。我が党

は、この公社制を改め、民営化することを基本としてその企業効率性が図られるよう、経営規模を適

正化する民営・分割による国鉄改革案を提示してまいりました。

なお、分割の規模や貨物事業のあり方については、我が党の独自の考えもあり、いずれも国鉄改革

の一つの選択肢としてそのような考えも存在すると考えます。

しかし、民営・分割はまさに鉄道経営の根幹にかかわる大改革であり、今日までの赤字体質を改善

するためには民営・分割による改革以外にないとの基本認識では政府案と本質的に大きく異なるもの

ではありません。したがって、我々の改革案に固執することは改革への千載一遇の機会を見失うこと

になり、同時に国民の期待にこたえるためにも、法案の成立は必要との判断に立ち、大局的観点から

賛成することにしたのであります。

また、今回の改革は、これまでの国鉄再建策にかかわる鉄道事業の大改革であり、その成否は今後

の新会社の経営努力や国の施策、地方公共団体等国民全体の協力を前提としており、しかも当委員会

で指摘したように、長期債務の処理、新会社の経営見通し、雇用対策等不確定な要素をはらんでいる

ことも事実であります。したがって、法案通過後の改革の行方について厳に見守り、適切な処置を講

ずることがぜひとも必要となってくるのであります。その意味で、衆議院の審議において我が党が主

張した改革後の施行状況の国会報告義務が追加されたことは、まことに適切な修正であると評価する

ものであります。

いずれにしても、国鉄改革は法案成立によって今まさにスタートするのであり、決してゴールでは

ないのであります。したがって、改革の成否は、今後新会社労使の努力及び政府の万全の施策いかん

にあると言っても過言ではありません。

我々は、国鉄がこの改革によって国民が真に求めている輸送機関として見事に再生していけるよう、

今後の経過を厳に見守っていくことを表明して、賛成討論を終わります。（拍手）



○柳澤錬造君 私は、民社党・国民連合を代表して、日本国有鉄道改革法案並びにその関連法案に対

して賛成討論を行うものであります。

賛成する第一の理由は、国鉄の財政的見地からであります。

国鉄は膨大な累積債務を抱え破産寸前であり、今でも一日六十三億円、年間二兆円を超える赤字を

生み出している現状を考えますと、この国鉄改革がおくれればおくれるだけ赤字は増大し、国民の負

担がふえるばかりであります。したがって、何としても明年四月一日を期して、みずからの手で責任

を持って経営する新会社として発足してほしいと考えるからであります。

第二の理由は、意識の改革を必要としているからであります。

伝統と栄光のあった国鉄も、知らず知らずの間に親方日の丸という言葉で代表されるような体質と

なってしまいました。この甘えの体質を清算し、労使がお互いに責任感を持って信頼ある労使関係を

確立することが必要なのであります。新しい会社の新しい労使が相協力して鉄道企業の活性化を図り、

労使の努力が成果として実りあるような、自主自立の民間企業体となることを希望するからでありま

す。

第三の理由としては、国民の足を守る鉄道となることを望むからであります。

この改革によって国鉄は分割されるので、各新会社に活力が生まれ、住民の声が反映して地域に密

着した経営も可能となります。したがって、ローカル線についても新会社と地域住民の知恵できめの

細かい対策をとることも可能であり、存続への道が開かれて、真に国民の期待にこたえる、国民の足

を守る鉄道となると信ずるからであります。

最後に、本法案に賛成ではありますが問題がすべて解明されたわけではありません。例えば新会社

への政府の介入が強過ぎないか、新幹線保有機構のあり方は妥当なのか、清算事業団の土地売却はど

うなるのか等々、これらについては今後不合理な点を行政面で逐次改善をして、明年四月には国民に

喜ばれる新民間会社として発足することを希望して、賛成討論を終わります。（拍手）

○委員長（山内一郎君） 他に御発言もなければ、討論は終局したものと認めて御異議ございません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○委員長（山内一郎君） 御異議ないと認めます。

これより採決に入ります。

まず、日本国有鉄道改革法案について採決を行います。

本案に賛成の方の起立を願います。

〔賛成者起立〕

○委員長（山内一郎君） 多数と認めます。よって、本案は多数をもって原案どおり可決すべきもの

と決定しました。

次に、旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律案について採決を行います。

本案に賛成の方の起立を願います。

〔賛成者起立〕

○委員長（山内一郎君） 多数と認めます。よって、本案は多数をもって原案どおり可決すべきもの

と決定しました。

次に、新幹線鉄道保有機構法案について採決を行います。

本案に賛成の方の起立を願います。

〔賛成者起立〕

○委員長（山内一郎君） 多数と認めます。よって、本案は多数をもって原案どおり可決すべきもの

と決定しました。

次に、日本国有鉄道清算事業団法案について採決を行います。



本案に賛成の方の起立を願います。

〔賛成者起立〕

○委員長（山内一郎君） 多数と認めます。よって、本案は多数をもって原案どおり可決すべきもの

と決定しました。

次に、日本国有鉄道退職希望職員及び日本国有鉄道清算事業団職員の再就職の促進に関する特別措

置法案について採決を行います。

本案に賛成の方の起立を願います。

〔賛成者起立〕

○委員長（山内一郎君） 多数と認めます。よって、本案は多数をもって原案どおり可決すべきもの

と決定しました。

次に、鉄道事業法案について採決を行います。

本案に賛成の方の起立を願います。

〔賛成者起立〕

○委員長（山内一郎君） 多数と認めます。よって、本案は多数をもって原案どおり可決すべきもの

と決定しました。

次に、日本国有鉄道改革法等施行法案について採決を行います。

本案に賛成の方の起立を願います。

〔賛成者起立〕

○委員長（山内一郎君） 多数と認めます。よって、本案は多数をもって原案どおり可決すべきもの

と決定しました。

次に、地方税法及び国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律の一部を改正する法律案

について採決を行います。本案に賛成の方の起立を願います。

〔賛成者起立〕

○委員長（山内一郎君） 多数と認めます。よって、本案は多数をもって原案どおり可決すべきもの

と決定しました。

安恒君から発言を求められておりますので、この際これを許します。安恒君。

○安恒良一君 私は、ただいま可決されました日本国有鉄道改革法案外七案に対しまして、自由民主

党、日本社会党・護憲共同、公明党・国民会議、民社党・国民連合及び新政クラブの各派共同提案に

よる附帯決議案を提出いたします。

案文を朗読いたします。

日本国有鉄道改革法案、旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律案、新幹線鉄道

保有機構法案、日本国有鉄道清算事業団法案、日本国有鉄道退職希望職員及び日本国有鉄道清算事業

団職員の再就職の促進に関する特別措置法案、鉄道事業法案、日本国有鉄道改革法等施行法案並びに

地方税法及び国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律の一部を改正する法律案に対す

る附帯決議（案）

政府は、本国鉄改革関連八法案の施行に当たり、次の事項について配慮すべきである。

一、国及び各旅客鉄道株式会社は、経営の安定と活性化に努めることにより、収支の改善を図り、

地域鉄道網を健全に保全し、利用者サービスの向上、運賃及び料金の適正な水準維持に努めるととも

に、輸送の安全確保のため万全を期すること。

また、新事業体の経営、ダイヤ調整等を見守りつつ、陸海空の交通環境の変化に対応し得るよう

総合交通体系の整備確立を推進すること。



二、各旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社の輸送の安全の確保及び災害の防止のための施

設の整備・維持、水害・雪害等による災害復旧に必要な資金の確保について特別の配慮を行うこと。

三、各旅客鉄道株式会社等の経営の安定のため、関連事業の積極的な拡大を図るとともに、当該事

業分野における中小企業者への影響に配慮するため、分野調整法等の趣旨に基づき当該地域における

業種団体との調整、公正な競争条件の確保等に努めること。

四、特定地方交通線については、地域の社会経済に与える影響等を慎重に検討するとともに、関係

地方公共団体等と十分な協議を経て、その取扱いを定めること。

五、各旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社は、地方公共団体に対し、地方財政再建促進特

別措置法第二十四条第二項の趣旨を超えるような負担を求めないこと。

六、日本貨物鉄道株式会社及び通運トラック事業の経営安定のため、関係業種団体間の協議調整を

図りつつ、その協業化を促進させること。

また、通過トラック事業の関連労働者の雇用の安定のためにも特段の配慮を行うこと。

七、国鉄長期債務等の処理については、六十二年度を含め、各年度の予算において的確な措置を講

ずること。

また、各旅客鉄道株式会社等の株式の売却については、公正性の確保等について慎重な検討を行

うこと。

八、日本国有鉄道清算事業団に帰属する用地の有効かつ適切な利用の在り方について、慎重かつ公

正な検討を行うための必要な措置を講ずること。

また、その処分に当たっては、地価対策、地方公共団体の要望等にも配慮するとともに、その処

分方法及び結果について国会に報告すること。

九、国鉄改革の実施に当たっては、国鉄職員の雇用と生活の安定を図るため、次の諸点について十

分配慮すること。

（一） 各旅客鉄道株式会社等における職員の採用基準及び選定方法については、客観的かつ公

正なものとするよう配慮するとともに、本人の希望を尊重し、所属労働組合等による差別等が行われ

ることのないよう特段の留意をすること。

（二） 再就職を必要とする職員については、国の責任において公的部門を初めとする再就職先

の確保と必要な援助に万全を期するとともに、公的部門における受入れについては、希望者の意思の

尊重、採用目標の達成を図るとともに、国鉄改革実施前に一括して採用を決定・内定するよう極力配

慮すること。

（三） 北海道、九州等の再就職先の確保が極めて困難な地域については、国の援助と各新事業

体の労使の自助努力等を踏まえ、できる限り清算事業団職員を新事業体に吸収するよう努めるととも

に、地域内における再就職先の確保のための雇用対策に係る現行諸制度の弾力的運用等に努めること。

（四） 新事業体及び清算事業団の職員の基本的な賃金、労働条件については、国鉄職員時代の

実績等をでき得る限り尊重するとともに、国鉄と関係労働組合との間で十分な協議が行われるよう配

慮すること。

（五） 地域異動者については、生活不安を与えぬよう、公的住宅の確保、在学校の成績証明書

の活用など高校の転入学の円滑化等を図ること。

十、国鉄共済年金については、六十四年度までの分について六十年十一月の政府統一見解の趣旨に

のっとり、掛金・給付に影響させることなく、国鉄の自助努力と国の責任で処理するよう六十一年度

中に財源措置について結論を出すこと。

また、六十五年度以降分については、政府部内において早急に検討を行い、関係審議会の意見

を踏まえ結論を出すこと。

十一、国鉄改革によって影響を受ける国鉄関連企業の経営とその労働者の雇用・労働条件の安定を

図るため、関係者間で十分な協議を行うとともに、現行の諸制度を活用してできる限りの配慮を行う

こと。



十二、心身障害者の旅客運賃負担の軽減措置が継続されるよう努めるとともに、安全な移動と利用

ができるような施設が整備されるよう各旅客鉄道株式会社等に適切な指導をすること。

十三、鉄道技術の研究・開発が支障なく継続され、発展がなされるよう必要な費用を確保すること

に努めること。

右決議する。

以上でございます。

何とぞ委員各位の御賛同をお願いいたします。

○委員長（山内一郎君） ただいま安恒君から提出されました附帯決議案を議題とし、採決を行いま

す。

本附帯決議案に賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

○委員長（山内一郎君） 多数と認めます。よって、安恒君提出の附帯決議案は多数をもって本委員

会の決議とすることに決定いたしました。

ただいまの決議に対し、橋本運輸大臣及び葉梨自治大臣から発言を求められておりますので、この

際順次これを許します。橋本運輸大臣。

○国務大臣（橋本龍太郎君） ただいまは、日本国有鉄道改革法案、旅客鉄道株式会社及び日本貨物

鉄道株式会社に関する法律案、新幹線鉄道保有機構法案、日本国有鉄道清算事業団法案、日本国有鉄

道退職希望職員及び日本国有鉄道清算事業団職員の再就職の促進に関する特別措置法案、鉄道事業法

案並びに日本国有鉄道改革法等施行法案につきまして、慎重な御審議の結果御可決いただきましてま

ことにありがとうございました。

また、附帯決議につきましては、その御趣旨を尊重し、政府として努力してまいる所存であります。

ありがとうございました。

○委員長（山内一郎君） 葉梨自治大臣。

○国務大臣（葉梨信行君） ただいまは、地方税法及び国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関

する法律の一部を改正する法律案につきまして、慎重な御審議の上御可決いただきましてまことにあ

りがとうございました。

また、附帯決議につきましては、その御趣旨を尊重して善処してまいりたいと存じます。ありがと

うございました。

○委員長（山内一郎君） なお、各法律案の審査報告書の作成につきましては、これを委員長に御一

任願いたいと存じますが、御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○委員長（山内一郎君） 御異議ないと認め、さよう決定いたします。

─────────────

○委員長（山内一郎君） これより請願の審査を行います。

第三九号国鉄の分割・民営化に反対し、民主的再建に関する請願外二百七十四件を議題といたしま

す。

今国会中本委員会に付託されました請願は、お手元に配付の付託請願一覧表のとおりでございます。

理事会で協議いたしました結果、付託請願はいずれも保留とすることに意見が一致いたしました。

理事会協議のとおり決定することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○委員長（山内一郎君） 御異議ないと認め、さよう決定します。

本日はこれにて散会いたします。

午後零時二十九分散会


